
新事業用賃貸総合補償保険

テナパ-065000-201807（TP）

〒102-0073 東京都千代田区九段北3-2-11 住友不動産九段北ビル
ホームページ：http://www.takken-fk.co.jp

●新事業用賃貸総合補償保険は、事務所・店舗等の不動産賃貸物件に収容の設備・備品等を補償の対象としています。なお、物件に収容され
た商品・製品等につきましては補償の対象外となりますのでご注意ください。

●ご契約に際しては、重要事項説明書（「契約概要」および「注意喚起情報」）を必ずご一読の上、内容を充分にご確認ください。

●ご契約内容が“お客さまのご希望に沿った内容となっていること”、“お引受けするご契約の内容や保険金額が適切であること”をご確認いた
だくため、保険契約申込書の「お客様のご意向・お申込み内容等確認欄」につきましても、必ずご回答いただきますようお願いいたします。

●契約タイプは、別にお渡しする保険料表または保険契約申込書に記載の契約タイプ一覧表よりお選びください。

●この物件に、この保険と同一の損害を補償する他の保険契約等を契約している場合には必ずお申出ください。（他の保険契約が弊社の契約
の場合、重複してご加入できません。）

●事故が起きたとき、または退去などご契約内容に変更が生じたときは、遅滞なく取扱代理店または弊社までご連絡ください。

●賠償事故が発生した場合は、解決にあたり事前に弊社の承認が必要ですのでご相談ください。

●この保険契約は、クーリングオフ制度の対象外です。ご契約のお申込みの撤回を行うことはできませんのでご注意ください。

●取扱代理店は、弊社との委託契約に基づき、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の交付・契約の管理業務等の代理業務を行って
います。したがって、取扱代理店にお申込みいただき有効に成立したご契約は、弊社と直接契約されたものとなります。

ご契約にあたってのご注意

新商品
事業用

この保険は賃貸物件（事業所）内に収容されたお客さまの設備・備品等の補償に加え、
家主や第三者への賠償責任の補償も含まれています。

ご注意 ご退去される場合は、保険契約の解約または住所変更のお手続きをお願いします。

お問合せ（お客さま専用） 万一事故が発生した場合

0120-0810-62
フリーダイヤル ハ ト

（受付時間：平日9：00～17：00）
0120-0810-75
フリーダイヤル ハ ト

遅滞なく上記フリーダイヤルへ連絡してください。（365日24時間対応）

ハト テマ ナー ンク ト補償新

※

※解約日から保険終期まで1か月以上ある場合、その期間に応じて解約返れい金をお支払いいたします。

2018年7月1日以降保険始期用

【新事業用賃貸総合補償保険】
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金 保険金をお支払いできない主な場合

設
備
・
備
品
等
保
険
金

①火災、落雷、破裂・爆発

実際の損害の額（再調達価額）
• 設備・備品等補償保険金額限度

【保険の対象とならない次の物等に生じた損害】
• 家財、商品・製品等
• 自動車（自動三輪車・自動二輪車を含み、総排気量が
125cc以下の原動機付自転車を除く。）、船舶および航空
機
• 通貨、小切手、有価証券、預貯金証書、乗車券等、商品券、
チケット類等（業務用の通貨、預貯金証書の盗難による損
害が生じた場合を除く。）
• 貴金属、腕時計、宝玉、宝石、書画、骨董

とう

、彫刻物その他
の美術品、パソコン、カメラで１個または１組の価額が30
万円を超える物（盗難による損害が生じた場合を除く。）

• 稿本、設計書、図案、雛
ひな

型、鋳
い

型、木型、紙型、模型、証書、
帳簿その他これらに類する物

• テープ、カード、ディスク、ドラム等のコンピュータ用記録
媒体に記録されているプログラム、データその他これらに
準ずる物
• 動物および植物
【保険金をお支払いできない主な場合】
《各保険金共通》
• 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱
その他これらに類似の事変または暴動

• 地震もしくは噴火またはこれらによる津波（地震火災費用
保険金を除く。）

• 核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染された物の
放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性
による事故

《設備・備品等保険金／費用保険金》
• 保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の
故意もしくは重大な過失または法令違反

• 保険契約者または被保険者が所有または運転する車両ま
たはその積載物の衝突または接触
• 事故の際における保険の対象の紛失または盗難
• 保険の対象が屋外にある間に生じた盗難
• 風、雨、雪、雹

ひょう

、砂塵
じん

等の吹込み、しみこみ、漏入
• 借用施設を貸主に明け渡す際の原状回復費用および明け
渡した後に発見された借用施設の損壊

《賠償損害保険金》
• 保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の
故意

• 借用施設の修理、改造または取りこわし等によって生じた
損害

• 被保険者の心神喪失または指図によって生じた損害
• 借用施設を貸主に引渡した後に発見された借用施設の損
壊に起因する損害賠償責任

• 被保険者と借用施設の貸主または第三者との間に損害賠
償に関し特別の約定がある場合において、その約定によっ
て加重された損害賠償責任
• 被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊につい
て、その財物に対し正当な権利を有する者に対して負担す
る損害賠償責任
• 被保険者と同居する親族に対する損害賠償責任
• 被保険者の使用人が被保険者の業務に従事中に被った身
体の障害に起因する損害賠償責任

• 排水・排気（煙を含む。）または廃棄物に起因する損害賠
償責任

• 医療行為を行う者のあんま、マッサージ、指圧、はり、きゅ
うまたは柔道整復等、身体の整形（理容・美容等を含む。）、
診療、治療、看護、医薬品の調剤等の仕事の遂行上の過
失に起因する損害賠償責任

• 航空機、昇降機、自動車または対象施設外における船・
車両もしくは動物の所有、使用または管理に起因する損害
賠償責任

• 被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保
険者の占有を離れ対象施設外にあるその他の財物に起因
する損害賠償責任
• 仕事の完成（仕事の目的物の引渡しを要するときは引渡
し）または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償責
任

• 給排水管、冷暖房装置、湿度調節装置、消火栓、業務用も
しくは家事用器具、スプリンクラーその他既設の設備・装
置類の欠陥、劣化またはさびに起因する損害賠償責任

② 風災、雹
ひょう

災、雪災

③物件外部からの物体の落下、飛来、衝突等

④漏水、放水、溢
い つ

水による水濡れ

⑤騒擾
じょう

、集団行動、労働争議

⑥盗難※による盗取、損傷、汚損
※ 所轄の警察署あてに被害届出を行い、受理された場合

実際の損害の額（再調達価額）
•１事故につき 100万円限度
• 貴金属、腕時計、宝玉、宝石、書画、骨董

とう

、彫刻物そ
の他の美術品、パソコン、カメラは、１個または１組の
損害の額が30万円を超える場合、その損害の額を
30万円とみなす

⑦ 保険契約証記載の物件内における業務用通貨・
預貯金証書※の盗難

※ 預貯金証書は、預貯金先に被害届出を行い、かつ盗難にあっ
た預貯金証書により預貯金口座から現金が引き出された
場合

実際の損害の額
• 業務用通貨は１事故につき20万円限度
• 業務用預貯金証書は１事故につき200万円限度

⑧ 水災
（床上浸水または地盤面より45㎝を超える浸水） 設備・備品等補償保険金額×５％

費
用
保
険
金

罹災時諸費用保険金（上記①～⑤の場合） 設備・備品等保険金×20％
•1事故につき100万円限度

残存物取片づけ費用保険金（上記①～⑤の場合） 実費
•設備・備品等保険金×10％限度

地震火災費用保険金
(地震等による火災で保険の対象を収容する物件
が半焼以上または保険の対象が全焼の場合)

設備・備品等補償保険金額×５％

修理費用保険金
(上記①～⑥の事故により損害を受けた物件を貸
主との契約に基づきまたは緊急的に自己の費用で
修理した場合)

実費
•１事故につき100万円限度

損害防止費用（上記①の場合）
実費
• 損害の発生または拡大の防止のために支出した必要ま
たは妥当な費用

賠
償
損
害
保
険
金

施設賠償損害保険金
保険契約証記載の物件の使用、管理または施設
の用法に伴う仕事の遂行に起因する偶然な事故
により被害者に対して負担する法律上の損害賠
償責任

損害賠償金、訴訟費用、弁護士費用等
• １事故につき賠償責任補償保険金額限度

借家人賠償損害保険金
保険契約証記載の物件が火災、破裂・爆発、盗
難もしくは給排水設備に生じた事故に伴う漏水
等により損害を受けたため、被保険者が物件の
貸主に対して負担する法律上の損害賠償責任

● この保険は「再調達価額」（同じものを再取得するために必要な金額）基準で保険金額を限度に実際の損害額をお支払いします。
● 上記以外の保険金をお支払いできない場合については、普通保険約款および特約をご確認ください。
● このパンフレットは保険の概要を説明したものです。この保険の詳細につきましては、取扱代理店または弊社までお問合せください。



この保険にセットされる特約賠償責任補償

罹災時諸費用

修理費用

損害防止費用

残存物取片づけ費用費
用
補
償

補償

お引受けできない物件･主な業種 

仕事の遂行に起因する事故が約款において補償対象外の主な業種 

設備・備品等補償

①～⑤の事故により保険金が支払われる場合に、臨時に生じる諸費用[設備・備品等保険金×20%（1事故につき100万円限度）]

①～⑥の事故により借用物件に損害が生じた場合の修理費用[1事故につき100万円限度]

①の事故の損害の発生または拡大の防止のための費用[実費]

①～⑤の事故により保険金が支払われる場合に、損害を受けた残存物の取片づけに必要な費用[設備・備品等保険金×10%限度]
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このパンフレットは補償内容の概略を紹介したものです。詳細は「ご契約のしおり」をご覧ください。
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コンセントから出火し、設備・備品等が焼失してしまった。

落雷によってパソコンが故障してしまった。

大雨で川が氾濫し、事務所が床上浸水となり、設備・備品等が破損し使用できなくなってしまった。

台風で窓ガラスが割れ、雨水の吹込みによりパソコン等30万円相当の損害が発生した。

泥棒に入られ、現金10万円が入った簡易金庫を盗まれてしまった。

落雷によりパソコン内のデータが消失してしまった。

地震によりショーケースやキャビネットが倒れ、破損してしまった。

台風により店頭に置いていた可動式の看板が倒れ、破損してしまった。

来店されたお客さまが、お店の設備を誤って壊してしまった。

泥棒に入られ、商品が盗まれてしまった。

トイレ詰りで水漏れを起こし、階下に損害を与えてしまった。

美容室でカラーリング剤がお客さまの服に飛び散ってしまった。

ホール担当が料理をこぼしてしまい、お客さまの服を汚してしまった。

建物に固定した看板が落下し、通行人にケガを負わせてしまった。

料理の仕込中、鍋に火が入って店舗が焼失してしまった。

お客さまに提供した料理で、食中毒を起こしてしまった。

お客さまから預かったコートを汚してしまった。

什器を移動させようとして、壁を傷つけてしまった。

マッサージ施術中に、お客さまにケガを負わせてしまった。

お客さまの髪を切りすぎて、クレームになってしまった。

※専有面積が330㎡以下の物件でも、以下の業種のいずれかに該当する場合はお引受けできません。

●老人福祉・介護施設（デイケアサービスを含む）
●未就学児のみを対象とする文教施設（保育園、幼稚園、幼児教室等）
●作業所（使用する動力が1.5kW以上または電力が10kW以上の作業所）
●性風俗関連、風営法に該当する飲食店
●ガソリンスタンド、LPガス販売店
●銭湯、温泉、岩盤浴、砂風呂 ●刺青、タトゥー、ボディペイント 等
上記以外にもお引受けできない業種があります。詳細につきましては取扱
代理店または弊社までお問合せください。

業種

330㎡を超える物件専有面積

以下の業種につきましては、約款の「保険金をお支払いできない場合」をご確認・了承いた
だいたうえで、ご契約ください。

●病院、各種医院、調剤薬局 ●あんま、マッサージ、はり、きゅう ●整体
●接骨院、カイロプラクティック ●エステティックサロン
●育毛、脱毛サロン ●あかすり ●タイ式マッサージ ●ペット診療所
●ペット美容室、トリミング ●ペットホテル ●ホテル、ゲストハウス
●自動車修理、販売店 ●クリーニング店 ●各種格闘技ジム
●フィットネスクラブ 等
上記以外にもご確認が必要な業種があります。詳細につきましては取扱代
理店または弊社までお問合せください。

業種

第三者へ・大家さんへ

〈併用の住居部分に収容の家財に関する特約〉
保険の対象である設備・備品等を収容する建物に併用の住居部分がある場合、収容さ
れている家財も保険の対象として取扱い、併用住宅の住居部分も含め賠償責任保険の
対象とする特約です。（ただし、日常生活に起因する事故は除きます。）
※個人事業主向けの特約であり、法人契約にセットすることはできません。 

施設賠償責任
事務所・店舗等の物件の管理上の過失お
よび業務遂行上の過失に起因する法律上
の損害賠償責任を負担した場合

借家人賠償責任
事務所・店舗等の物件が火災などにより
損壊し、物件の所有者（貸主）に対する法
律上の損害賠償責任を負担した場合

設備・備品等補償 賠償責任補償

①火災、落雷、破裂・爆発 ⑧水災⑦業務用通貨・
預貯金証書の盗難

⑥盗難による
盗取、損傷、汚損

⑤騒擾・集団行動等
に伴う暴力行為

じょう

④漏水などによる
水濡れ

※100万円限度 ※業務用通貨20万円限度
預貯金証書200万円限度

※床上浸水または地盤面より
45cmを超える浸水の場合

②風災、雹災、雪災
ひょう

③物件外部からの
物体の落下、飛来など

※給排水設備の事故、他人の戸
室に生じた事故による場合
給排水設備自体に生じた損害
は、お支払いできません。

⎛
⎝

⎛
⎝

第三者へ

第三者へ

第三者へ

大家さんへ


